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単独・共同企業体の別 単独

本店所在地
県内又は準県内（鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則（平成19年鳥取県規則第76号）第16条第１項の規定により県内業者
とみなされる県外業者をいう。）

建設業許可

技
術
者
要
件

配置技術者の専任の要否

専任を要する。
なお本工事は、建設業法第26条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（特例監理技術者）の配置を条件により認める工
事であり、特例監理技術者を配置する場合には監理技術者補佐を専任で配置しなければならない。詳細は「建設工事における配
置技術者等の適正な運用について」に定めるところによる。

配置技術者の資格
主任技術者にあっては、土木工事業に係る技術士又は１級土木施工管理技士若しくは２級土木施工管理技士であること。
なお、１級土木施工管理技士補については、あわせて２級土木施工管理技士の資格を有する者であること。
監理技術者にあっては、土木工事業に係る監理技術者資格を有する技術士又は１級土木施工管理技士であること。

施工管理実績 －

現場代理人としての実績の認否 －

追加技術者に求める特定資格
鳥取県低価格落札工事配置技術者増員制度実施要領（以下「増員要領」という。）に定める追加技術者には、増員要領の別表に
記載する各発注工種に対する特定資格一覧で定める資格を有する者を配置すること。

そ の 他
鳥取県漁港漁場工事等施工環境監理者配置要領（平成21年３月16日付第200800186495号県土整備部長通知）に定める施工環境監
理者を配置すること。

　簡易評価型総合評価競争入札を行うので、次のとおり公告する。
　本件入札への参加を希望する者は、次に定める事項のほか、平成24年鳥取県告示第221号（建設工事の制限付一般競争入札に参加する者の公募に係る一般的事項等につい
て（最終改正：令和８年４月１日施行）。以下「一般的事項等告示」という。）、鳥取県建設工事総合評価競争入札実施要領及び総合評価落札方式（土木関係工事）に関
する運用ガイドライン（令和８年３月17日付第202500296396号鳥取県県土整備部長通知）及び鳥取県建設工事等電子入札執行要領（令和８年５月21日付第202600051475号
鳥取県県土整備部長通知）に定める事項を承知の上、応募すること。

令和８年10月７日

鳥取県中部総合事務所長　木本　美喜
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工 事 名 泊漁港機能保全工事（第３西防波堤）（６工区）外

工事場所 東伯郡湯梨浜町泊外　(工事場所市町村　湯梨浜町)

工事の内容並びに構造及び規模

泊漁港（第３西防波堤）　Ｌ＝20.0メートル
　アスファルトマット据付　　　　Ｎ＝５枚（Ａ＝379平方メートル）
　消波ブロック製作（20トン型）　Ｎ＝８個
　消波ブロック据付（６トン型）　Ｎ＝113個

泊漁港海岸（２号離岸堤）　Ｌ＝33.0メートル
　消波ブロック製作（８トン型）　Ｎ＝39個
　消波ブロック据付（８トン型）　Ｎ＝82個
　消波ブロック再据付（５トン型）Ｎ＝81個

工　期 232日間

発注工種 港湾工事

予定価格 事後公表

発注機関 鳥取県中部総合事務所

設計業務の受託者

【泊漁港】日本工営株式会社鳥取事務所
住所 鳥取県鳥取市吉方温泉１丁目620番地３

電話 0857-20-2670

【泊漁港海岸】株式会社エイト日本技術開発鳥取支店
住所

土木工事業に係る一般建設業又は特定建設業の許可

入札参加資格（格付） 港湾工事

総合点数 －

総合評定値(P) －

同種工事実績 －

鳥取県鳥取市古海字下池ノ内502番２

電話 0857-26-2710



0858-23-3232

備　　考

１　工事費内訳書は、鳥取県県土整備部工事内訳書徴収要領第４に定めるとおり、閲覧設計書に記載されているもののうち、土
木系工事おいては、「工事区分・工種・種別・細別（レベル４）」、建築・設備系工事においては、「種目・科目・中科目」の
区分まで記載すること。なお、その項目ごとの単位・数量及び金額を記載すること。
２　工事費内訳書については、鳥取県県土整備部工事費内訳書徴収要領（令和８年４月21日付第202600022850号鳥取県県土整備
部長通知）に基づき労務費等の記載を行うこと。なお、令和８年９月１日以降に調達公告を行う建設工事から労務費等の記載が
ない場合は、失格とする。
３　開札後における事後審査時において、入札執行者が提出を求めた者のみ、入札参加申込時に添付できなかった書類又は不足
書類を開札日の翌日（休日を除く。）の正午までに提出するものとする。
４　入札閲覧設計書に関する質問は、電子入札システムの所定の画面（｢入札閲覧設計書｣に対する質問内容及び回答内容）にお
いてのみ受け付けるものとする。
５　入札閲覧設計書に関する積算条件の変更等がある場合は、入札情報サービスの発注図書情報の画面に積算条件情報として回
答期限までに掲示するので、入札前に確認すること。
６　本件工事は図面電子データ提供対象工事であり、提供を希望する場合は鳥取県ＨＰ
(http://db.pref.tottori.jp/HacchuKoukai2.nsf/menu1.html）を確認すること。
７　低価格入札者が意向確認書を提出し、指定された期限内に低入札価格調査に係る書類を提出しない場合は、その者の入札は
無効とする。
８　予定価格算出のための単価は、令和８年９月10日（一部改定）の９月単価（https://www.pref.tottori.lg.jp/45148.htm）
を適用している。
９　調査基準価格を下回る価格で入札を行い当該入札が無効となった場合は、再度入札又は再々度入札に参加することができな
い。
10　開札日までに令和８年度予算の翌年度への繰越使用について、鳥取県議会の議決が得られなかった場合は、本件工事の開札
は中止する。

支払条件 単年度

工事関係図書の閲覧場所 鳥取県入札情報公開サービス（http://nyusatsu.pref.tottori.jp）

問い合せ先

入札手続
（契約事務）

中部総合事務所県土整備局建設総務課
住所 鳥取県倉吉市東巌城町２番地

電話 0858-23-3243

入札手続以外 中部総合事務所県土整備局河川砂防課
住所 鳥取県倉吉市東巌城町２番地

電話
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評価項目 鳥取県建設工事総合評価競争入札実施要領　第５条第１項第２号ウの簡易評価型による。

採点基準
評価項目の採点基準は、総合評価落札方式（土木関係工事）に関する運用ガイドラインの「簡易評価型総合評価に係る採点基
準」による。

入
札
手
続

入札方式 電子入札

質問提出期限 令和８年10月19日(月)　午後４時まで

回答期限 令和８年10月21日(水)　午後４時まで

入札書提出期間 令和８年10月22日(木) 午前９時から 令和８年10月28日(水) 午後４時まで

開札日時 令和８年10月29日(木)　午前９時から

入札保証金 開札日に有効な入札参加資格を保有している者に限り免除とする。

適用される制度

失格基準価格制度（鳥取県調査基準価格及び最低制限価格等設定要領による。）
低入札価格調査制度（鳥取県建設工事低入札価格調査制度実施要領による。）
配置技術者の専任又は増員（鳥取県低価格落札工事配置技術者増員制度実施要領による。）
保証金の引上げ等（低価格落札工事に係る履行保証制度等の運用についてによる。）

応
募
方
法

提出場所及び様式の交付場所 中部総合事務所県土整備局建設総務課

入札参加書類

１　一般的事項等告示様式（入札参加申込書）のうち、入札参加条件として必要な項目（１基本事項、３技術者要件及び５過去
１年間の低価格落札工事の受注の有無）について記載すること。
２　一般的事項等告示に定められているもののほか、下記の書類を提出すること。
　①総合評価落札方式（土木関係工事）に関する運用ガイドラインに定める様式第２号（配置技術者工事成績・同種工事実績調
書）について入札参加条件として必要な項目を記載するとともに、工事完成結果通知書の写し及び工事カルテ又は技術者等の選
任通知書の写し等
　②配置技術者が有する資格等を証明するもの（入札参加申請に係る届出によりすでに県に提出しているものを除く。）
　③継続教育学習制度（CPD）学習履歴証明書の写し。ただし、その証明日は、令和８年４月１日から入札書提出期間の最終日の
間の日付であること。
３　入札者が鳥取県建設工事低入札価格調査制度実施要領第８条に規定する調査の対象となったときに同調査に応じる意向があ
る場合には、入札書と同時に低入札価格調査意向確認書（以下「意向確認書」という。）を提出すること。意向確認書を提出し
ない者が低価格入札を行った場合、その者の入札は無効とする。
４　施工環境監理者配置調書

持参書類
入札参加書類の記録媒体の容量が３メガバイトを超えるなど電子入札システムにより送信できない場合は、入札執行者の指示に
より入札参加書類を提出すること。

提出部数 １部

郵送等の可否 不可(電子入札システムにより必要事項を入力し、必要な書類を添付の上、送信すること。)


